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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第35期

第２四半期連結
累計期間

第36期
第２四半期連結
累計期間

第35期
第２四半期連結
会計期間

第36期
第２四半期連結
会計期間

第35期

会計期間

自平成20年
４月１日
至平成20年
９月30日

自平成21年
４月１日
至平成21年
９月30日

自平成20年
７月１日
至平成20年
９月30日

自平成21年
７月１日
至平成21年
９月30日

自平成20年
４月１日
至平成21年
３月31日

売上高（百万円） 12,906 11,751 6,538 5,770 24,685

経常利益（百万円） 1,039 1,762 386 848 2,199

四半期（当期）純利益（百万円） 499 1,176 161 461 1,341

純資産額（百万円） － － 3,357 3,517 3,573

総資産額（百万円） － － 31,120 28,662 30,884

１株当たり純資産額（円） － － 128.17 133.81 136.39

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円）
20.20 47.60 6.52 18.67 54.27

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － － － －

自己資本比率（％） － － 10.2 11.5 10.9

営業活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
1,326 2,108 － － 3,076

投資活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△577 △239 － － △758

財務活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△425 △1,006 － － △1,656

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円）
－ － 5,129 5,758 5,271

従業員数（人） － － 663 634 650

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在

しないため記載しておりません。
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２【事業の内容】

　当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社に異動はありません。

３【関係会社の状況】

　当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成21年９月30日現在

従業員数（人） 634     

　

(2）提出会社の状況

当社は純粋持株会社のため従業員はおりません。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当第２四半期連結会計期間の生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円） 前年同四半期比（％）　

  栄養補給食品等 8,304 87.6

合計 8,304 87.6

（注）１．金額は当社グループの販売価格（売上割戻高控除前）換算で表示しております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(2）受注状況

　当社グループは受注生産を行っておりませんので、該当事項はありません。

(3）販売実績

　当第２四半期連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円） 前年同四半期比（％）　

   栄養補給食品等 5,770 88.3

合計 5,770 88.3

（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

２【事業等のリスク】

 　当第２四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

 　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 　

３【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　（１）業績の概況

　当第２四半期連結会計期間における売上高の減少は、主として為替の影響によるものです。

　純売上高は11.7％の減少となりましたが、為替変動の影響を除けば僅か2.9％の減少にとどまっております。

  世界経済が厳しい環境に直面している中、会社は事業活動の特性から生じる利点を生かし、また経費削減活動

を進めることにより利益を確保することができました。

　そのような努力の結果、営業利益率は前年同期の9.1％から15.8％へと、6.7％増加いたしました。

またUSドル安にもかかわらず、営業利益、経常利益はそれぞれ前年同期比53.1％、119.7％増と大幅な増加とな

りました。

なかでも四半期純利益は米国における退職後医療費給付制度の変更による特別利益があったこともあり前年

同期比186.3％増となりました。

当第２四半期連結会計期間末の資産につきましては、棚卸資産、売掛債権の減少、のれんの償却等により前期末

に比べ2,222百万円の減少となりました。

　なお、現金及び預金の残高は、四半期純利益の増加により前連結会計年度末と比較し488百万円の増加となりま

した。

　負債につきましては、退職給付引当金の減少及びUSドル安による影響等もあり前連結会計年度末に比べ2,165百

万円の減少となりました。

また、純資産につきましては、56百万円の減少にとどまりました。

 

　（２）キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は5,758百万円となり、第１四半期連結会計期間末よ

り558百万円増加いたしました。各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。

　（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動によるキャッシュ・フローにつきましては、税金等調整前四半期純利益842百万円、減価償却費417百万

円、仕入債務の増加207百万円等により、営業活動全体として1,506百万円（前年同四半期は1,000百万円）の収入

となりました。

　（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動によるキャッシュ・フローにつきましては、有形固定資産の取得による支出77百万円、無形固定資産の

取得による支出48百万円等により、投資活動全体として160百万円（前年同四半期は425百万円）の支出となりま

した。

　（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動によるキャッシュ・フローにつきましては、長期借入金の返済による支出394百万円等により、財務活

動全体として508百万円（前年同四半期は28百万円）の支出となりました。

　（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

　（４）研究開発活動

　当第２四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、107百万円であります。

　なお、当第２四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　  当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第２四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重

要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 80,000,000

計 80,000,000

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成21年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成21年11月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 25,920,000 25,920,000ジャスダック証券取引所 －

計 25,920,000 25,920,000 － －

 (注）「提出日現在発行数」欄には、平成21年11月１日からこの第２四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により

発行された株式数は含まれておりません。

（２）【新株予約権等の状況】

1)　旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定及び平成16年６月24日定時株主総会決議、平成17年6月29日定時株主

総会決議に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

①　平成16年９月22日取締役会決議

 
第２四半期会計期間末現在
（平成21年９月30日）

新株予約権の数（個） 93,000

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 93,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1,430

新株予約権の行使期間
自　平成16年10月１日 

至　平成26年９月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）

発行価格

資本組入額

1,430

715

新株予約権の行使の条件 各新株予約権の一部は行使できないものとする。

新株予約権の譲渡に関する事項 当社取締役会の承認を要するものとする。 

代用払込みに関する事項 － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － 
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②　平成16年11月30日取締役会決議

 
第２四半期会計期間末現在
（平成21年９月30日）

新株予約権の数（個） 105,000

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 105,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1,343

新株予約権の行使期間
自　平成16年12月10日 

至　平成26年12月９日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）

発行価格

資本組入額

1,343

672

新株予約権の行使の条件 各新株予約権の一部は行使できないものとする。

新株予約権の譲渡に関する事項 当社取締役会の承認を要するものとする。 

代用払込みに関する事項   － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  －
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③　平成17年６月30日取締役会決議

 
第２四半期会計期間末現在
（平成21年９月30日）

新株予約権の数（個） 17,000

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類  普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 17,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1,050

新株予約権の行使期間
自　平成17年７月８日

至　平成27年７月７日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）

発行価格

資本組入額

1,050

525

新株予約権の行使の条件

１）各新株予約権の一部は行使できないものとする。

２) 被割当者は、権利行使時に当社又は当社子会社の取締

役、執行役、従業員及びこれらに準ずる者の地位にあること

を要する。

３）この他の条件は、別途定めるところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項 当社取締役会の承認を要するものとする。 

代用払込みに関する事項   － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  －

（注）新株予約権１個につき目的となる株式数は、１株であります。

なお、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により未行使の新株予約権の目的となる株式数を調整

します。

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

また、合併・会社分割を行う場合等、行使価格の調整事由が生じた場合にも、適切に調整します。

調整後行使価額＝調整前行使価額×（１/分割・併合の比率）
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２）会社法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。　

①　平成18年６月30日取締役会決議　

 
第２四半期会計期間末現在
（平成21年９月30日）

新株予約権の数（個） 100,000

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類  普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 100,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 985

新株予約権の行使期間
自　平成18年７月１日

至　平成28年６月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　985

資本組入額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　493

新株予約権の行使の条件

1)各新株予約権の一部は行使できないものとする。

2)被割当者は、権利行使時に当社又は当社子会社の取締役、

執行役、従業員及びこれらに準ずる者の地位にあることを

要する。

3）この他の条件は、別途定めるところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項 当社取締役会の承認を要するものとする。 

代用払込みに関する事項 － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項

当社が吸収合併、新設合併、吸収分割、新設分割、株式交換又

は株式移転を行う場合には、当該契約または計画に従い、本

新株予約権に代えて、当該合併後存続する株式会社、当該合

併により設立する株式会社、当該吸収分割に際して吸収分

割会社の事業に係る権利義務を承継する株式会社、当該新

設分割により設立する株式会社、当該株式交換により株式

交換完全親会社となる株式会社又は株式移転により設立す

る株式会社の新株予約権が交付されうる。

この場合に、交付されうる新株予約権の条件は、以下に定め

るとおりとする。
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第２四半期会計期間末現在
（平成21年９月30日）

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項

(1) 新株予約権の目的である株式

合併後存続する株式会社、合併により設立する株式会社、吸

収分割に際して吸収分割会社の事業に係る権利義務を承継

する株式会社、新設分割により設立する株式会社、株式交換

により株式交換完全親会社となる株式会社又は株式移転に

より設立する株式会社の同種の株式

(2) 新株予約権の目的である株式の数

 合併、会社分割、株式交換又は株式移転の比率に応じて調

整する。調整の結果、新株予約権を行使した新株予約権者に

交付する株式の数に１株に満たない端数が生じる場合、こ

れを切り捨てる。

(3) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額（行

使価額）

 合併、会社分割、株式交換又は株式移転の比率に応じて調

整する。調整の結果生じる１円未満の端数は、これを切り上

げる。

(4) 新株予約権を行使することができる期間、新株予約権

の行使の条件、会社が新株予約権を取得することができる

事由等

 吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計

画、株式交換契約又は株式移転計画において定める。

(5) 譲渡による新株予約権の取得の制限

 新株予約権の譲渡による取得については、新株予約権を交

付する会社の取締役会の承認を要する。
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②　平成18年６月30日取締役会決議

 
第２四半期会計期間末現在
（平成21年９月30日）

新株予約権の数（個） 1,036,800

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類  普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 1,036,800

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1,313

新株予約権の行使期間
自　平成18年７月１日

至　平成28年６月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1,313

資本組入額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　657

新株予約権の行使の条件

1)各新株予約権の一部は行使できないものとする。

2)被割当者は、権利行使時に当社又は当社子会社の取締役、

執行役、従業員及びこれらに準ずる者の地位にあることを

要する。

3）この他の条件は、別途定めるところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項 当社取締役会の承認を要するものとする。 

代用払込みに関する事項 － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項

当社が吸収合併、新設合併、吸収分割、新設分割、株式交換又

は株式移転を行う場合には、当該契約または計画に従い、本

新株予約権に代えて、当該合併後存続する株式会社、当該合

併により設立する株式会社、当該吸収分割に際して吸収分

割会社の事業に係る権利義務を承継する株式会社、当該新

設分割により設立する株式会社、当該株式交換により株式

交換完全親会社となる株式会社又は株式移転により設立す

る株式会社の新株予約権が交付されうる。この場合に、交付

されうる新株予約権の条件は、以下に定めるとおりとする。
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第２四半期会計期間末現在
（平成21年９月30日）

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項

(1) 新株予約権の目的である株式

 合併後存続する株式会社、合併により設立する株式会社、

吸収分割に際して吸収分割会社の事業に係る権利義務を承

継する株式会社、新設分割により設立する株式会社、株式交

換により株式交換完全親会社となる株式会社又は株式移転

により設立する株式会社の同種の株式

(2) 新株予約権の目的である株式の数

 合併、会社分割、株式交換又は株式移転の比率に応じて調

整する。調整の結果、新株予約権を行使した新株予約権者に

交付する株式の数に１株に満たない端数が生じる場合、こ

れを切り捨てる。

(3) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額（行

使価額）

　合併、会社分割、株式交換又は株式移転の比率に応じて調

整する。調整の結果生じる１円未満の端数は、これを切り上

げる。

(4) 新株予約権を行使することができる期間、新株予約権

の行使の条件、会社が新株予約権を取得することができる

事由等

 吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計

画、株式交換契約又は株式移転計画において定める。

(5) 譲渡による新株予約権の取得の制限

 新株予約権の譲渡による取得については、新株予約権を交

付する会社の取締役会の承認を要する。
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③　平成18年６月30日取締役会決議

 
第２四半期会計期間末現在
（平成21年９月30日）

新株予約権の数（個） 372,430

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類  普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 372,430

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1,071

新株予約権の行使期間
自　平成18年７月１日

至　平成28年６月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1,071

資本組入額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　536

新株予約権の行使の条件

1)各新株予約権の一部は行使できないものとする。

2)被割当者は、権利行使時に当社又は当社子会社の取締役、

執行役、従業員及びこれらに準ずる者の地位にあることを

要する。

3）この他の条件は、別途定めるところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項 当社取締役会の承認を要するものとする。 

代用払込みに関する事項 － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項

 当社が吸収合併、新設合併、吸収分割、新設分割、株式交換

又は株式移転を行う場合には、当該契約または計画に従い、

本新株予約権に代えて、当該合併後存続する株式会社、当該

合併により設立する株式会社、当該吸収分割に際して吸収

分割会社の事業に係る権利義務を承継する株式会社、当該

新設分割により設立する株式会社、当該株式交換により株

式交換完全親会社となる株式会社又は株式移転により設立

する株式会社の新株予約権が交付されうる。この場合に、交

付されうる新株予約権の条件は、以下に定めるとおりとす

る 

　

EDINET提出書類

シャクリー・グローバル・グループ株式会社(E03105)

四半期報告書

14/37



 
第２四半期会計期間末現在
（平成21年９月30日）

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項

(1) 新株予約権の目的である株式

 合併後存続する株式会社、合併により設立する株式会社、

吸収分割に際して吸収分割会社の事業に係る権利義務を承

継する株式会社、新設分割により設立する株式会社、株式交

換により株式交換完全親会社となる株式会社又は株式移転

により設立する株式会社の同種の株式

(2) 新株予約権の目的である株式の数

 合併、会社分割、株式交換又は株式移転の比率に応じて調

整する。調整の結果、新株予約権を行使した新株予約権者に

交付する株式の数に１株に満たない端数が生じる場合、こ

れを切り捨てる。

(3) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額（行

使価額）

　合併、会社分割、株式交換又は株式移転の比率に応じて調

整する。調整の結果生じる１円未満の端数は、これを切り上

げる。

 (4) 新株予約権を行使することができる期間、新株予約権

の行使の条件、会社が新株予約権を取得することができる

事由等

 吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計

画、株式交換契約又は株式移転計画において定める。

(5) 譲渡による新株予約権の取得の制限

 新株予約権の譲渡による取得については、新株予約権を交

付する会社の取締役会の承認を要する。
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④　平成21年８月12日取締役会決議

 
第２四半期会計期間末現在
（平成21年９月30日）

新株予約権の数（個） 100,000

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類  普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 100,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 747

新株予約権の行使期間
自　平成21年８月18日

至　平成31年８月17日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　747

資本組入額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　374

新株予約権の行使の条件

1)各新株予約権の一部は行使できないものとする。

2)被割当者は、権利行使時に当社又は当社子会社の取締役、

執行役、従業員及びこれらに準ずる者の地位にあることを

要する。

3）この他の条件は、別途定めるところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項 当社取締役会の承認を要するものとする。 

代用払込みに関する事項 － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項

 当社が吸収合併、新設合併、吸収分割、新設分割、株式交換

又は株式移転を行う場合には、当該契約または計画に従い、

本新株予約権に代えて、当該合併後存続する株式会社、当該

合併により設立する株式会社、当該吸収分割に際して吸収

分割会社の事業に係る権利義務を承継する株式会社、当該

新設分割により設立する株式会社、当該株式交換により株

式交換完全親会社となる株式会社又は株式移転により設立

する株式会社の新株予約権が交付されうる。この場合に、交

付されうる新株予約権の条件は、以下に定めるとおりとす

る 
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第２四半期会計期間末現在
（平成21年９月30日）

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項

(1) 新株予約権の目的である株式

 合併後存続する株式会社、合併により設立する株式会社、

吸収分割に際して吸収分割会社の事業に係る権利義務を承

継する株式会社、新設分割により設立する株式会社、株式交

換により株式交換完全親会社となる株式会社又は株式移転

により設立する株式会社の同種の株式

(2) 新株予約権の目的である株式の数

 合併、会社分割、株式交換又は株式移転の比率に応じて調

整する。調整の結果、新株予約権を行使した新株予約権者に

交付する株式の数に１株に満たない端数が生じる場合、こ

れを切り捨てる。

(3) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額（行

使価額）

　合併、会社分割、株式交換又は株式移転の比率に応じて調

整する。調整の結果生じる１円未満の端数は、これを切り上

げる。

 (4) 新株予約権を行使することができる期間、新株予約権

の行使の条件、会社が新株予約権を取得することができる

事由等

 吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計

画、株式交換契約又は株式移転計画において定める。

(5) 譲渡による新株予約権の取得の制限

 新株予約権の譲渡による取得については、新株予約権を交

付する会社の取締役会の承認を要する。

（注）新株予約権１個につき目的となる株式数は、１株であります。

なお、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により未行使の新株予約権の目的となる株式数を調整

します。

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

また、合併・会社分割を行う場合等、行使価格の調整事由が生じた場合にも、適切に調整します。

調整後行使価額＝調整前行使価額×（１/分割・併合の比率）

（３）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成21年７月１日　

　～

平成21年９月30日　

　－ 25,920,000－　 1,296 　－ 　－
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（５）【大株主の状況】

 平成21年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

アールエイチジェイ・シャク
リー・ホールディング
（常任代理人　株式会社みずほ
コーポレート銀行決済営業部）

Avenue Louise 326,1050 Brussels,Belgium
 （東京都中央区月島４丁目16番13号）

10,074 38.86

シルバー・ファミリー・ホール
ディングス・エルエルシー
（常任代理人　株式会社みずほ
コーポレート銀行決済営業部）

Corporation Trust Company 1209 Orange 
Street Corporation Trust Center 
Wilmington, Delaware 19801 USA
 （東京都中央区月島４丁目16番13号）

10,074 38.86

シャクリー・グローバル・グ
ループ株式会社

東京都港区西麻布３丁目２番６号 1,199 4.62

日本シャクリー取引先持株会 東京都港区西麻布３丁目２番６号 514 1.98

丸武産業有限会社 東京都新宿区西新宿８丁目５番５号 471 1.81

アールエイチジェイ・インター
ナショナル　エスエイ
（常任代理人　株式会社みずほ
コーポレート銀行決済営業部）

Avenue Louise 326,1050 Brussels,Belgium
 （東京都中央区月島４丁目16番13号）

457 1.76

東京海上日動火災保険株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目２番１号 100 0.38

株式会社みずほコーポレート銀行

（常任代理人　資産管理サービス
信託銀行株式会社）

東京都千代田区丸の内１丁目３番３号
（東京都中央区晴海１丁目８番12号晴海ア
イランドトリトンスクエアオフィスタワー
Ｚ棟）

99 0.38

小林忠義 栃木県宇都宮市　 44 0.17

東京トヨペット株式会社　 東京都港区芝浦４丁目８番３号　 34 0.13

計 － 23,068 89.00

　（注）所有株式数は1,000株未満を切り捨てて表示しております。
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成21年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 　　－ － －

議決権制限株式（自己株式等） 　　－ － －

議決権制限株式（その他） 　　－ － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式     1,199,000 　－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式    24,585,000 24,585 －

単元未満株式 普通株式       136,000 － －

発行済株式総数 25,920,000 － －

総株主の議決権 － 24,585 －

　

②【自己株式等】

 平成21年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

シャクリー・グローバル

・グループ株式会社

東京都港区西麻布３

丁目２番６号
1,199,000 － 1,199,000 4.62

計 － 1,199,000 － 1,199,000 4.62

 

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成21年
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高（円） 750 789 730 730 760 745

最低（円） 630 712 670 659 690 710

　（注）ジャスダック証券取引所における株価を記載しております。
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３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平成20年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間

（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第２四半期連結

会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から

平成21年９月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平

成20年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び当第２四半

期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責

任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 5,761 5,273

売掛金 1,840 1,973

商品及び製品 1,570 1,983

原材料及び貯蔵品 ※1
 1,046

※1
 1,023

その他 1,162 1,510

貸倒引当金 △38 △39

流動資産合計 11,343 11,724

固定資産

有形固定資産 ※2
 3,606

※2
 4,022

無形固定資産

のれん 7,194 8,295

商標 3,449 3,757

その他 1,071 1,169

無形固定資産合計 11,715 13,222

投資その他の資産

その他 1,999 1,916

貸倒引当金 △1 △2

投資その他の資産合計 1,997 1,914

固定資産合計 17,319 19,159

資産合計 28,662 30,884

負債の部

流動負債

買掛金 1,288 1,480

1年内返済予定の長期借入金 ※3
 947

※3
 866

1年以内のリース債務 492 571

未払売上割戻金 1,421 1,591

未払法人税等 796 408

未払費用 1,416 1,763

代理店研修会議費引当金 340 348

その他 709 920

流動負債合計 7,411 7,950

固定負債

長期借入金 ※3
 13,633

※3
 14,393

長期リース債務 2,491 2,699

退職給付引当金 1,059 1,427

役員退職慰労引当金 41 37

繰延税金負債 － 255

その他 507 548

固定負債合計 17,733 19,360

負債合計 25,145 27,310
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（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 1,296 1,296

利益剰余金 4,457 3,651

自己株式 △970 △968

株主資本合計 4,782 3,979

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 5 5

為替換算調整勘定 △1,480 △612

評価・換算差額等合計 △1,475 △607

新株予約権 209 201

純資産合計 3,517 3,573

負債純資産合計 28,662 30,884
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

売上高 12,906 11,751

売上原価 4,745 4,292

売上総利益 8,161 7,459

販売費及び一般管理費 ※1
 6,751

※1
 5,486

営業利益 1,410 1,973

営業外収益

受取利息 56 15

デリバティブ評価益 35 19

為替差益 7 70

債務勘定整理益 － 52

その他 7 11

営業外収益合計 107 169

営業外費用

支払利息 383 309

その他 94 71

営業外費用合計 478 380

経常利益 1,039 1,762

特別利益

退職後医療費給付制度変更戻入益 － 307

特別利益合計 － 307

特別損失

固定資産除却損 2 0

特別損失合計 2 0

税金等調整前四半期純利益 1,036 2,070

法人税等 537 893

四半期純利益 499 1,176
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

前第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日
　至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成21年７月１日
　至　平成21年９月30日)

売上高 6,538 5,770

売上原価 2,348 2,107

売上総利益 4,189 3,663

販売費及び一般管理費 ※1
 3,594

※1
 2,751

営業利益 595 911

営業外収益

受取利息 27 7

デリバティブ評価益 0 19

為替差益 9 39

債務勘定整理益 － 52

その他 2 6

営業外収益合計 40 126

営業外費用

支払利息 193 149

その他 55 39

営業外費用合計 249 189

経常利益 386 848

特別利益

退職後医療費給付制度変更戻入益 － △5

特別利益合計 － △5

特別損失

固定資産除却損 2 －

特別損失合計 2 －

税金等調整前四半期純利益 383 842

法人税等 222 381

四半期純利益 161 461
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 1,036 2,070

減価償却費 625 818

貸倒引当金の増減額（△は減少） △5 △1

受取利息及び受取配当金 △57 △16

支払利息 383 309

為替差損益（△は益） 1 △17

有形固定資産除売却損益（△は益） － 0

デリバティブ評価損益（△は益） △35 △19

売上債権の増減額（△は増加） 51 92

たな卸資産の増減額（△は増加） 26 214

長期前払費用の増減額（△は増加） △0 －

仕入債務の増減額（△は減少） 10 △89

未払費用の増減額（△は減少） △118 △218

代理店研修会議費引当金の増減額（△は減少） 47 6

退職給付引当金の増減額（△は減少） △76 △302

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 4 4

その他 △25 △193

小計 1,867 2,657

利息及び配当金の受取額 55 12

利息の支払額 △388 △309

法人税等の支払額 △544 △546

法人税等の還付額 336 294

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,326 2,108

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △386 △86

無形固定資産の取得による支出 △122 △118

従業員に対する貸付けによる支出 △94 △47

従業員に対する貸付金の回収による収入 26 13

長期性預金の預入れによる支出 △0 △0

投資活動によるキャッシュ・フロー △577 △239

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入金の返済による支出 － △394

配当金の支払額 △370 △370

リース債務の返済による支出 △53 △238

自己株式の取得による支出 △1 △2

財務活動によるキャッシュ・フロー △425 △1,006

現金及び現金同等物に係る換算差額 106 △374

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 429 486

現金及び現金同等物の期首残高 4,699 5,271

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 5,129

※1
 5,758
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【簡便な会計処理】

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

１．一般債権の貸倒見積高の算定方法 　当第２四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定し

たものと著しい変化がないと認められるため、前連結会計年度末の貸倒実績

率等を使用して貸倒見積高を算定しております。

２．法人税等並びに繰延税金資産及び繰

延税金負債の算定方法

　法人税等の納付税額の算定に関しては、加味する加減算項目や税額控除項目

を重要なものに限定する方法によっております。

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

１．税金費用の計算 　税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引

前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引

前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

　なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第２四半期連結会計期間末
（平成21年９月30日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

※１. 原材料及び貯蔵品には仕掛品235百万円が含まれて

おります。

※１. 原材料及び貯蔵品には仕掛品224百万円が含まれて

おります。　　　

※２. 有形固定資産の減価償却累計額は、4,028百万円であ

ります。

※２. 有形固定資産の減価償却累計額は、4,157百万円であ

ります。

※３．担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は、次のとおりであります。

※３．担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は、次のとおりであります。

投資有価証券 834百万円 投資有価証券 834百万円

　上記の投資有価証券は、連結子会社株式であり、連結貸借

対照表には計上されておりません。 

担保付債務は、次のとおりであります。

　上記の投資有価証券は、連結子会社株式であり、連結貸借

対照表には計上されておりません。 

担保付債務は、次のとおりであります。

１年内返済予定の

長期借入金
916百万円

長期借入金 13,597百万円

１年内返済予定の

長期借入金
842百万円

長期借入金 14,320百万円

　４．特定融資枠契約 　４．特定融資枠契約

特定融資枠契約額 4,000百万円

借入実行残高 －百万円

未実行残高 4,000百万円

特定融資枠契約額 4,000百万円

借入実行残高 －百万円

未実行残高 4,000百万円

（四半期連結損益計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

※１販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

※１販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

代理店研修会議費引当金繰入額 153百万円

従業員給与・手当・賞与 2,156 

退職給付費用 30 

研究開発費 307 

代理店研修会議費引当金繰入額 114百万円

従業員給与・手当・賞与 1,862 

退職給付費用 91 

研究開発費 226 

前第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

※１販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

※１販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

代理店研修会議費引当金繰入額 70百万円

従業員給与・手当・賞与 1,108 

退職給付費用 13 

研究開発費 149 

代理店研修会議費引当金繰入額 30百万円

従業員給与・手当・賞与 937 

退職給付費用 40 

研究開発費 107 
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

※１. 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

※１. 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成20年９月30日現在）

（百万円）

（平成21年９月30日現在）

（百万円）

　現金及び預金勘定 5,130

　預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △0

　現金及び現金同等物 5,129

　

　現金及び預金勘定 5,761

　預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △2

　現金及び現金同等物 5,758

　

（株主資本等関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成21年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　

平成21年９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

　普通株式　　　　　　　　　25,920千株

２．自己株式の種類及び株式数

　普通株式　　　　　　　　　 1,199千株

３．新株予約権等に関する事項

　ストック・オプションとしての新株予約権

　　新株予約権の四半期連結会計期間末残高　　　親会社　209百万円

４．配当に関する事項

 　(1)配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年５月19日

取締役会
普通株式 370 15平成21年３月31日平成21年６月24日　利益剰余金

(2)基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期　

間末後となるもの

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年11月11日

取締役会
普通株式 370 15平成21年９月30日平成21年12月28日

　利益剰余金　
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５．株主資本の金額の著しい変動

　当第２四半期連結累計期間における剰余金の配当については、「４．配当に関する事項」に記載しておりま

す。　

　

（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

　前第２四半期連結会計期間（自平成20年７月１日　至平成20年９月30日）及び当第２四半期連結会計期間

（自平成21年７月１日　至平成21年９月30日）並びに前第２四半期連結累計期間（自平成20年４月１日　至　平

成20年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年９月30日）

当社グループは、栄養補給食品等以外に事業の種類がないため該当事項はありません。

【所在地別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間（自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日）

 
日本

（百万円）
北米

（百万円）

その他の地
域
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全
社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高 　 　 　 　 　 　

(1）外部顧客に対する売上高 2,088 4,236 213 6,538 － 6,538

(2）セグメント間の内部売上高又は

振替高
11 192 － 203 △203 －

計 2,099 4,428 213 6,741 △203 6,538

営業利益（又は営業損失） 423 268 △63 628 △33 595

当第２四半期連結会計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）

 
日本

（百万円）
北米

（百万円）

その他の地
域
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全
社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高 　 　 　 　 　 　

(1）外部顧客に対する売上高 1,907 3,641 221 5,770 － 5,770

(2）セグメント間の内部売上高又は

振替高
4 225 － 229 △229 －

計 1,912 3,867 221 6,000 △229 5,770

営業利益（又は営業損失） 503 526 △35 994 △82 911
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前第２四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日）

 
日本

（百万円）
北米

（百万円）

その他の地
域
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全
社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高 　 　 　 　 　 　

(1）外部顧客に対する売上高 3,999 8,462 444 12,906 － 12,906

(2）セグメント間の内部売上高又は

振替高
21 438 － 459 △459 －

計 4,021 8,900 444 13,366 △459 12,906

営業利益（又は営業損失） 720 935 △112 1,543 △133 1,410

当第２四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日）

 
日本

（百万円）
北米

（百万円）

その他の地
域
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全
社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高 　 　 　 　 　 　

(1）外部顧客に対する売上高 3,825 7,483 443 11,751 － 11,751

(2）セグメント間の内部売上高又は

振替高
6 393 － 400 △400 －

計 3,832 7,876 443 12,152 △400 11,751

営業利益（又は営業損失） 908 1,268 △73 2,104 △130 1,973

（注）１．国又は地域の区分は地理的近接度によっております。

      ２．各区分に属する主要な国叉は地域の内訳は次のとおりであります。

  　　　 （１）北米・・・・米国、カナダ、メキシコ

  　 　　（２）その他・・・マレーシア、台湾、中国

      ３．会計処理の方法の変更

　　　　前第２四半期連結累計期間　

（棚卸資産の評価に関する会計基準）

　第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７月

５日）を適用しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、当第２四半期連結累計期間

の営業利益は日本で14百万円減少しております。

（連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い）

  第１四半期連結会計期間より「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱

い」（実務対応報告第18号　平成18年５月17日）を適用しております。この変更に伴い、従来の方法によった

場合に比べて、当第２四半期連結累計期間の営業利益は北米で287百万円減少しております。
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【海外売上高】

前第２四半期連結会計期間（自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日）

 北米 その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 4,236 213 4,449

Ⅱ　連結売上高（百万円） － － 6,538

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の割合（％） 64.8 3.3 68.1

当第２四半期連結会計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）

 北米 その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 3,600 262 3,863

Ⅱ　連結売上高（百万円） － － 5,770

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の割合（％） 62.4 4.5 66.9

前第２四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日）

 北米 その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 8,462 444 8,906

Ⅱ　連結売上高（百万円） － － 12,906

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の割合（％） 65.6 3.4 69.0

当第２四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日）

 北米 その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 7,442 483 7,926

Ⅱ　連結売上高（百万円） － － 11,751

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の割合（％） 63.3 4.1 67.4

　（注）１．国又は地域の区分は地理的近接度によっております。

２．各区分に属する主要な国又は地域の内訳は次のとおりであります。

 （１）北米・・・・米国、カナダ、メキシコ

 （２）その他・・・マレーシア、台湾、中国、シンガポール

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の日本以外の国又は地域における売上高であります。
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（デリバティブ取引関係）

　当第２四半期連結会計期間末（平成21年９月30日）

対象物の種類が金利であるデリバティブ取引が、企業集団の事業の運営において重要なものとなっており、かつ、前

連結会計年度の末日に比べて著しい変動が認められます。　

　対象物の種類 取引の種類 契約額等（百万円） 　時価（百万円） 評価損益（百万円）

金利 スワップ取引　 3,193 △13 △13

（ストック・オプション等関係）

当第２四半期連結会計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）

１．ストック・オプションに係る当第２四半期連結会計期間における費用計上額及び科目名

　販売費及び一般管理費の株式報酬費用　　　　１百万円

２．当第２四半期連結会計期間に付与したストック・オプションの内容

該当事項はありません。

（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第２四半期連結会計期間末
（平成21年９月30日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

１株当たり純資産額 133.81円 １株当たり純資産額 136.39円

２．１株当たり四半期純利益金額等

前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 20.20円 １株当たり四半期純利益金額 47.60円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため

記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため

記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

四半期純利益（百万円） 499 1,176

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益（百万円） 499 1,176

期中平均株式数（千株） 24,727 24,722

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり四半期純利益金額の算定に含めなかった

潜在株式で、前連結会計年度から重要な変動が

あったものの概要

───── ─────
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前第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 6.52円 １株当たり四半期純利益金額 18.67円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため

記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため

記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

四半期純利益（百万円） 161 461

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益（百万円） 161 461

期中平均株式数（千株） 24,726 24,721

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり四半期純利益金額の算定に含めなかった

潜在株式で、前連結会計年度から重要な変動が

あったものの概要

───── ─────

　

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

２【その他】

平成21年11月11日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり行う旨決議いたしました。

(1）中間配当による配当金の総額 …………………………370百万円

(2）１株当たりの金額…………………………………………15円00銭

(3）支払請求権の効力発生日及び支払開始日……平成21年12月28日
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成20年11月14日

シャクリー・グローバル・グループ株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 太田　恵子　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 室橋　陽二　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 田中　葉子　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているシャクリー・グロー

バル・グループ株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成

20年７月１日から平成20年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）

に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー

計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の

立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、シャクリー・グローバル・グループ株式会社及び連結子会社の平成20年

９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに

第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点にお

いて認められなかった。

　

　追記情報

　四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載のとおり、会社は当連結会計年度の第１四半期連

結累計期間より「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」を適用している。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

（注）1)上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管

しております。

2)四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年11月11日

シャクリー・グローバル・グループ株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 岸上　恵子　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 室橋　陽二　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 田中　葉子　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているシャクリー・グロー

バル・グループ株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成

21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）

に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー

計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の

立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、シャクリー・グローバル・グループ株式会社及び連結子会社の平成21年

９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに

第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点にお

いて認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。

　

EDINET提出書類

シャクリー・グローバル・グループ株式会社(E03105)

四半期報告書

37/37


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容
	３関係会社の状況
	４従業員の状況

	第２事業の状況
	１生産、受注及び販売の状況
	２事業等のリスク
	３経営上の重要な契約等
	４財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

	第３設備の状況
	第４提出会社の状況
	１株式等の状況
	（１）株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	（２）新株予約権等の状況
	（３）ライツプランの内容
	（４）発行済株式総数、資本金等の推移
	（５）大株主の状況
	（６）議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２株価の推移
	当該四半期累計期間における月別最高・最低株価

	３役員の状況

	第５経理の状況
	１四半期連結財務諸表
	（１）四半期連結貸借対照表
	（２）四半期連結損益計算書
	第２四半期連結累計期間
	第２四半期連結会計期間

	（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書
	簡便な会計処理
	四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理
	注記事項
	事業の種類別セグメント情報
	所在地別セグメント情報
	海外売上高


	２その他


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

